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ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ

 
社会実験

駅前広場

 
人工地盤

歩道整備

道路

公園

公営住宅

土地区画
整理事業

空き店舗活用

市街地再開発事業

ポイント１

 

地方の自主性・裁量性の大幅な向上

ポイント２

 

手続きの簡素化による使い勝手の大幅な向上

ポイント３

 

目標・指標の明確化

○提案事業
ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの社会

 実験等、市町村の

 提案に基づく事業

国費はどの事業にどの

 ように充当しても自由
都市再生整備計画

 全体を評価し、採択

道路

空き店舗
活用

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ

区画整理

駅前広場

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

社会実験

住宅

従来の補助事業

・個別事業毎に審査、採択

・事業毎に補助率は固定

・事業間の流用不可

幅広い交付対象

＋

交

 付

 額

×
最大

４割
＝

○基幹事業

道路、公園、河川、

 下水道、土地区画

 整理事業、市街地

 再開発事業、公営

 住宅等整備等の

 公共事業

平成１９年度予算

 ２，４３０億円（国費）

 現在、全国764市町村

 1,326地区のまちづくりを支援中
（平成19年4月1日時点）

まちづくり交付金の特徴
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個別補助事業
ごとの対応

まちづくり交付金

各事業バラバラに
進捗管理

まちづくりの計画に
基づき一体的に推進

各事業毎に評価を実施
全体の事業効果は不明

目標、数値指標を設定し、
事後評価を実施・公表

補助要件に縛られ、
補助対象に隙間がある

提案事業を活用することで
まちづくりに必要な事業が

一体的に実施できる

国
交
省
所
管
補
助
事
業

他
省
庁
所
管
補
助
事
業

ま
ち
づ
く
り
に
関

す

る

事
業 提案事業の事例

○学校
・まちなかの統合小中学校の体育館、プール等の整備。

…府中地区（広島県府中市）

○福祉
・老人福祉センターの整備。

…安城桜井駅周辺地区（愛知県安城市）

○商業

・ＴＭＯの実施するイベント支援。

・チャレンジショップ等の空店舗活用支援。

…駅西地区（栃木県那須塩原市）他

○文化

・店舗等の一角を利用した街かど博物館への支援。

…小田原駅周辺地区（神奈川県小田原市）

補助要件を満たさない施設

ソフト事業
（社会実験、まちづくり活動等）

その他

補助要件を満たさない施設

従来の補助メニュー

従来の補助メニュー
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まちづくり交付金のメリット
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福 祉

・高齢者福祉施設の整備
・幼保一体施設の整備
・ﾀｳﾝﾓﾋﾞﾘﾃｨの社会実験
・子育て支援NPOの活動支援

安全・安心

・防犯ｶﾒﾗの設置
・避難路確保のための除却
・老朽建築物の解体・除却
・建築物のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化

文 化

・景観に係るﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催
・図書館、博物館等の整備
・未登録の文化財の整備
・まちづくりを担う人材育成

地域振興

・空き店舗の活用
・ｵｰﾌﾟﾝｶﾌｪの社会実験
・駅舎の新設、橋上化
・企業誘致のための敷地整備

環 境

・風力発電施設の整備
・ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの運行
・ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞの社会実験

公共事業

・道路、公園

 
等

・土地区画整理

 
等

・公営住宅整備

 
等

個性あふれるまちづくりの推進
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ＰＬＡＮＰＬＡＮ

 
（（事前事前））

都市再生整備計画の作成と事前評価都市再生整備計画の作成と事前評価

ＤＯＤＯ

 
（（実施段階実施段階））

事業事業の実施の実施((ととモニタリングモニタリング))

ＣＨＥＣＫＣＨＥＣＫ

 
（（事後事後））

事後事後評価の実施評価の実施

ＡＣＴＡＣＴ

 
（（改善改善））

必要な改善策の実施必要な改善策の実施

○まちづくり交付金の評価の特徴

・ＰＤＣＡサイクルの確立

事後評価の重視と事業の成果を踏まえた「今後のまちづくり方策」の作成。

・わかりやすさと透明性の確保

事前に数値目標を設定し、交付終了年度に達成度を確認・公表。

・市町村の主体的な取り組み

市町村自らが目標、指標、数値目標を設定し、事前・事後評価を実施。

ＰＤＣＡサイクル

まちづくり交付金の流れ【ＰＤＣＡサイクル】
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○事前評価の目的

まちづくりの目標、交付金により行おうとする事業の適切性（目標の妥当性、計画の効果・

 効率性等）を明らかにし、内容を住民に分かりやすく説明すること（市町村）、国費投入の適

 正性の確保（国）を目的とする。

○事前評価の実施主体・実施時期

・都市再生整備計画を国に提出する際に、市町村が実施。

・国は市町村の評価結果について確認し、交付金の交付を判断。

○事前評価の内容

・「事前評価チェックシート」により評価を実施

（評価項目）

Ⅰ．目標の妥当性

Ⅱ．計画の効果・効率性

Ⅲ．計画の実施可能性

○事前評価の流れ

都市再生整備
計画の作成※

事前評価の実施

評価結果の
国への提出

都市再生整備

 計画の公表

事業の実施

※客観的評価基準を参考に作成 国の確認、交付の判断

まちづくり交付金の事前評価
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○事後評価の目的

交付金がもたらした成果等を客観的に診断し、成否の要因を分析して、今後のまちづくりを

 適切な方向に導くとともに、これらを住民に分かりやすく説明することを目的とする。

○事後評価の実施主体・実施時期

・交付終了年度に市町村が実施。
※事後評価時に計測できない指標は、「見込み」の値により評価を行い、翌年度以降にフォローアップを実施。

○事後評価の内容

・方法書の作成

 
…事後評価の円滑な実施のため、「方法書」を作成

・事業の成果及び実施過程の検証

 
…数値目標の達成度等について検証

・今後のまちづくり方策の検討

 
…今後のまちづくり方策、目標を達成するための改善措置を作成

○事後評価の手続き

※第三者機関…まちづくり交付金評価委員会：学識経験のある有識者等数名により構成する組織。

既存の組織（都市計画審議会、政策評価委員会等）でもよい

方
法
書
の
作
成

・
国

 へ
の

 提
 出

評
価
の
実
施

事
後
評
価

原
案
の
公
表

第
三
者
機
関
※

に
よ
る
審
議

評価結果の
国への提出

次期計画の
作成・提出

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

 

の
実
施

まちづくり交付金の事後評価
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